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再発のリスク管理
　この「しばらく放っておいて様子を見る」方法を安全
に使用するためには、次の三つのことを明らかにして
おく必要があります。（1）まず一つ目は病原体の増殖
率です。（2）二つ目は潜伏期間です。図1では8個の病
原体が存在すると、その時点で病状が発生すると考え
ました。一般に、一定数の病原体が存在しても、それが
病状を引き起こすまでには一定の潜伏期間を要しま
す。（3）三つ目は病原体数と発見確率の関係です。図
1では8個の病原体が存在すれば病気を100%の確率
で検出できると考えました。しかし実際には、病原体
数が多くなっても、それを見逃す可能性がわずかなが
ら存在します。そのため、この段階で「リスク管理」とい
う考え方が必要になります。侵入生物を検出する場合
には、一般に「病原体を95%の確率で発見する」という
リスク管理が行われます。

カンキツグリーニング病の根絶確認
　図1に示したような考え方を利用して、2011年度に
鹿児島県の喜界島でカンキツグリーニング病の根絶
確認調査が行われました。カンキツグリーニング病は
カンキツ類の世界的な重要病害であり、わが国では
沖縄県と鹿児島県の一部の島しょ部に侵入していま
す（写真）。喜界島では2003年に侵
入が確認され、2007年に島からの
根絶をめざして緊急防除が開始さ
れました。この時点で、すでに発病
した木は処分され、他に発病した木
は見つかっていませんでしたので、
先に述べたリスク管理の考え方を
使います。文献データを再検討する
ことにより、（1）病原体の増殖率に
ついては1年あたり3倍と計算され、
（2）潜伏期間については2年と判断
されました。（3）の病原体数と発見
確率の関係を計算するためには統
計学のサンプリング理論の助けが
必要になります。その計算は少し面
倒ですが、最終的には「病原体を
95%の確率で発見する」ためには

「4年後に、島内のカンキツ樹の29%を調べる」必要が
あると計算されました。そこで、緊急防除開始から4年
後の2011年に、門司植物防疫所がこの必要数のカン
キツ樹（12,521本）を調査したところ、病気が発見さ
れなかったことから、その年度末の2012年3月にカン
キツグリーニング病の根絶が宣言されました。

どのぐらいの期間「放っておく」べきか
　「しばらく放っておいて様子を見る」場合の「放って
おく期間」をどのように選ぶべきかについては難しい
問題があります。喜界島のカンキツグリーニング病の
場合には4年が選ばれました。この期間を長くすれば
病原体の存在をより容易に検出できるようになります。
しかし、この期間を長くしすぎると、最悪の場合には、
病状が悪化して後の対処が面倒になります。また、侵
入生物の緊急防除の場合には、「放っておく期間」を
長くすると閉鎖期間が伸びますので住民の経済的な
負担もふくらみます。さまざまな事情を考慮して最適
な「放っておく期間」を選択するのが今後の重要な課
題の一つとして残されています。
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カンキツグリーニング病に感染した木
写真提供：農研機構果樹研究所　上地奈美氏

図１　水田周辺の生き物の食物連鎖

水田のカエルが減っている
　皆さんは最近カエルを見たことありますか？ つくば
では5～7月の夜に田んぼに行けば、今でもカエルの
大合唱を聞くことができます。カエルは、幼生（オタマ
ジャクシ）が水生昆虫などのおもな餌に、成体（カエ
ル）がヘビ類やサギ等鳥類の餌になることから、水田
やその周辺の生き物の豊かさを維持する上で重要な
生き物とされています（図1）。ところが近年カエル類
の減少が各地で観察されています。その原因として、
ほ場整備による用水路のコンクリート化、冬期に田を
乾燥させる（乾田化）など、水田環境の変化が挙げら
れますが、農薬が関与している可能性も指摘されてい
ます。農業環境技術研究所では、これまでに種々の昆
虫などに対する農薬の影響を調べてきました。ここで
は、日本全国の水田やその周辺域で最も普遍的に見
られるニホンアマガエルに対する農薬の影響を調べ
てみました。
　ニホンアマガエルは水田に水が入る5月から7月に
かけて親ガエルが田面水中に卵を産みます。卵から
かえったオタマジャクシは水田の有機物を食べて成
長し、6月以降子ガエルとなって水田から出ていきま
す。オタマジャクシが田面水中でさらされる可能性が

高い農薬として、田植え前の稲の苗（苗箱）に散布する
箱施用剤（成分は殺虫剤および殺菌剤）と、田植えの1
週間後くらいに散布される除草剤が考えられます。そ
こで、これらの中から最近よく使われている農薬製剤
を選んで試験することにしました。

オタマジャクシに対する農薬の毒性試験
　オタマジャクシがどのくらい農薬に耐えられるかを
調べる試験（毒性試験）は、以下のように行いました
（これは昆虫等で試験するときとほぼ同じ方法です）。
農薬を水で段階的に薄めて、濃度の違う農薬溶液を
数種類用意します。試験に用いるオタマジャクシは、
農薬散布の時期に水田にいる胴の長さが3～4mm程
度のものとしました。容量100mLのガラスビーカーに
50mLの農薬溶液を入れ、オタマジャクシ10匹を入れ
ます。これを一定の環境条件（26℃で13時間照明－
11時間暗黒）の部屋に置き、1日1回（24時間毎）、死
んだオタマジャクシを取り除き、農薬溶液を交換しま
す。この操作を4日間繰り返し、4日（96時間）後まで生
き残った個体を数えて、プロビット法という計算方法
で半分の個体が死ぬと想定される濃度（半数致死濃
度）を算出します。この方法は試験結果のばらつきが
少なく、農薬による影響の大小を正確に比較できます。
　毒性試験の結果は表1に示します。試験に用いた農
薬製剤のうち、殺虫殺菌剤2剤（A・B）、殺虫剤2剤（C・
D）、除草剤4剤（G・H・J・K）の半数致死濃度は
100mg/L以上と高かったのに対し、除草剤3剤（E・F・
I）の半数致死濃度は10～30mg/Lと比較的低く、農薬
製剤によって差が認められました。
　次に、半数致死濃度が低かった（つまり毒性が高
い）除草剤3製剤に含まれる有効成分について、それ
ぞれ単一成分ごとに同様の毒性試験を行ったところ、
インダノファン、エスプロカルブ、プレチラクロール、ジ
メタメトリンの半数致死濃度が0.5～3 mg/L程度と比
較的低い、つまり毒性が高くオタマジャクシに影響を
与える可能性があることが分かりました（表2）。
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実際の水田でオタマジャクシに影響がある？
　それではこれらの農薬成分は、オタマジャクシが生
息する実際の水田(田面水)中ではどのくらいの濃度に
なるのでしょうか？　田面水中の濃度が半数致死量よ
り高くなるようだと、オタマジャクシへの影響が懸念さ

れます。そこで、研究所で開発された水田における農
薬動態予測モデル（PADDY）を用いて各有効成分の
田面水中濃度を推定しました。その結果、いずれの成
分でも推定最高濃度は各々の半数致死濃度を下回り
ました（図2）。つまり、定められている施用量ではニホ
ンアマガエルオタマジャクシの個体数に重大な影響
を与える可能性は低いと考えられました。
　今回行ったのは、最も基本的な毒性試験で、行動や
変態への影響などは調査していません。これらについ
ては今後の検討が必要と考えます。カエルの減少要
因としては、先ほども述べたようにほ場整備による生
息地の破壊や耕作放棄など農薬以外の要因も指摘さ
れており、カエルの保全を図るためには、これらの水
田及びその周辺の水辺環境の変化がカエルに与える
影響を総合的に評価する必要があります。

アマガエル幼生の水稲用農薬に対する感受性  ー水辺の生きものに対する農薬の影響を調べるー
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　農業環境技術研究所は、「インベントリー」をキーワードに

して、毎年研究会を開催しています。平成26年度は、「総合

的な農業環境影響評価手法の開発」をテーマに、2月26日

につくば国際会議場で開催し、試験研究機関、大学、民間企

業、一般市民など100名の参加を得ました。

　農業技術には、しばしば環境に対するトレードオフの関係

が生じることが知られています。たとえば、土壌の炭素貯留

をめざして水田の有機物投入を増やすとメタン発生量が増

加するなどです。そのため、もちいる農業技術が、どのような

便益や環境に及ぼす影響をもたらしているかを総合的かつ

客観的に評価する手法が求められています。

　農業環境影響評価手法を開発するには、多くの分野が参

加する必要があることから、研究会のプログラムは、基調講

演のほかに、Ⅰ部（行政施策における必要性）、Ⅱ部（環境対

策におけるトレードオフ－LCAによる評価－）、Ⅲ部（生物多

様性と経済評価）、Ⅳ部（エコバランス評価への取り組み）と

幅広い分野に及びました。時間の関係で参加者の皆様のご

意見を議論に十分に反映することができませんでしたが、

「農業環境影響評価」への関心や興味が予想以上に高いこ

とが感じられました。

　（農業環境インベントリーセンター　神山 和則）

第5回農業環境インベントリー研究会
農業環境影響評価手法の開発をめざして

第32回土・水研究会
農業分野における反応性窒素過剰問題と
フローの適正化への取り組み

　農業生産にとって重要な窒素肥料は、強力な温室効果ガ

スである一酸化二窒素の発生、地下水の硝酸性窒素汚染、

閉鎖性水域の富栄養化などの環境問題に深くかかわってい

ます。また、国内の水質汚濁・温暖化問題にとって重要な畜

産廃棄物中の窒素は、おもに輸入飼料（海外で施肥された

窒素）に由来し、その適切な循環利用が求められています。

　環境に影響をもたらしやすい窒素形態（アンモニア性窒

素、硝酸性窒素、一酸化二窒素など）は、反応性窒素と呼ば

れます。窒素肥料が窒素ガスから工業的に作られるようにな

って以来、反応性窒素は地球レベルで過剰となり、見過ごす

ことのできない問題となっています。

　そこで、農業環境技術研究所は、2月27日（金曜日）に標

記の研究会を開催し、窒素問題に関する国際的な動き、食

糧の輸出入や食糧生産・消費に伴う窒素の流れ、窒素負荷

に関する日本の農業の特徴・問題点・解決策などについて

の研究を紹介しました。研究会では、技術的な視点の議論

（肥料の効率的利用、環境中に出た反応性窒素の循環利用

や適正な配分など）とともに、食生活の選択（肉の消費）や食

品ロスなどが重要であるとの議論があり、反応性窒素問題

は私たちの生き方の問題でもあることを認識させられま

した。　

（物質循環研究領域長　阿部　薫）
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図2　数理モデルPADDYによる除草剤有効成分の田面水中濃度（推定）

休憩時間には、恒例となっている土壌・昆虫標本の展示
やポスターによる研究紹介を行いました

人為起源の反応性窒素がもたらす多様な環境影響
（林, 2014, 土水研究会資料より）


